
１　決算総括表
（単位：百万円）

収     入 支     出 差     引 収     入 支     出 差     引

(A) (Ｂ) (A)-(B) (C) (D) (C)-(D)

電気事業 (9,803) (6,430) (3,373) (203) (4,151) (△ 3,948)
9,189 6,328 2,861 338 4,889 △ 4,551 

工業用水道事業 (1,911) (1,741) (170) (285) (851) (△ 566)
2,001 1,659 342 167 829 △ 662 

水道事業 (4,759) (3,678) (1,082) (14) (2,767) (△ 2,752)
4,377 3,413 964 181 2,537 △ 2,356 

団地造成事業 (1,530) (1,255) (276) (8) (2,185) (△ 2,178)
6,347 5,872 475 6 5,578 △ 5,572 

(832) (588) (243) (54) (264) (△ 210)
828 635 193 0 201 △ 201 

合　　　　　計 (18,835) (13,691) (5,144) (565) (10,219) (△ 9,654)
22,742 17,907 4,835 693 14,034 △ 13,342 

（注）本表以下、金額はいずれも消費税抜きの金額で、（　　）内は前年度決算額です。

施設管理事業

収　　　益　　　的　　　収　　　支 資　　　本　　　的　　　収　　　支区  分　

　事業名



２　損益の概要

（１）総括表

（単位：百万円）

電気事業 工業用水道事業 水道事業 団地造成事業 施設管理事業 合　計

主たる収益(注) 9,026 1,609 3,920 6,079 804 21,438

経常損益 2,883 287 955 653 193 4,970

特別損益 △ 22 56 9 △ 177 0 △ 135

純 損 益 2,861 342 964 475 193 4,835

主たる収益(注) 9,691 1,610 4,282 1,454 798 17,835

経常損益 3,395 170 1,082 256 238 5,140

特別損益 △ 22 0 0 20 6 4

純 損 益 3,373 170 1,082 276 243 5,144

主たる収益(注) △ 665 △ 1 △ 362 4,625 6 3,604

経常損益 △ 512 117 △ 127 397 △ 45 △ 170

特別損益 0 56 9 △ 197 △ 6 △ 139

純 損 益 △ 512 172 △ 118 200 △ 51 △ 309

（注）「主たる収益」は次のとおりです。

（注）「主たる収益」は次のとおりです。

　　　　　　　　　事業名
　　区　分

５年度

（Ａ）

４年度

（Ｂ）

増　減

(Ａ)－(Ｂ)

○ 電 気 事 業：販売電力料 ○ 工業用水道事業：給水収益 ○ 水 道 事 業：給水収益

○ 団地造成事業：産業団地等の分譲収益 ○ 施設 管理事業：格納庫及び賃貸ビルの賃貸収益、ゴルフ場の使用収益　

（注）「主たる収益」は次のとおりです。



①　電気事業
（単位：百万円）

区　分 販売電力料 経常損益 特別損益 純損益 損益の主な増減理由

５年度(A) 9,026 2,883 △ 22 2,861

４年度(B) 9,691 3,395 △ 22 3,373

増減(A)-(B) △ 665 △ 512 0 △ 512

②　工業用水道事業
（単位：百万円）

区　分 給水収益 経常損益 特別損益 純損益 損益の主な増減理由

５年度(A) 1,609 287 56 342

４年度(B) 1,610 170 0 170

増減(A)-(B) △ 1 117 56 172

③　水道事業
（単位：百万円）

区　分 給水収益 経常損益 特別損益 純損益 損益の主な増減理由

５年度(A) 3,920 955 9 964

４年度(B) 4,282 1,082 0 1,082

増減(A)-(B) △ 362 △ 127 9 △ 118

△ 305,803

給水実績
(ｍ3)

545,552

65,536,480

66,082,032

　県央第二水道事務所の料金改定の影響で、純利益は前年度に比べて減少し
し、９億６４百万円となりました。

（２）事業別損益の状況

　夏季の小雨の影響やダム運用による利水放流量の減少、リニューアル工事に
よる発電所の停止等で、販売電力料が減少したことにより、純利益は前年度に
比べて減少し、２８億６１百万円となりました。

　電力料金高騰への対策として地方創生臨時交付金が交付されたこと、契約水
量減量に伴う受水企業からの負担金収入（特別利益）などにより、純利益は前
年度に比べて増加し、３億４２百万円となりました。

供給電力量
（kWh）

663,933,486

878,194,861

△ 214,261,375

給水実績
(ｍ3)

44,564,563

44,870,366



④　団地造成事業
（単位：百万円）

区　分 分譲収益 経常損益 特別損益 純損益 損益の主な増減理由

５年度(A) 6,079 653 △ 177 475

４年度(B) 1,454 256 20 276

増減(A)-(B) 4,625 397 △ 197 200

⑤　施設管理事業 （単位：百万円）
ゴルフ場収益

区　分 及び 経常損益 特別損益 純損益
賃貸収益

196,462
５年度(A) 4,180

2,908
212,300

４年度(B) 4,180
2,541

△ 15,838
増減(A)-(B) 0

367
△ 45 △ 6 △ 51

798 238 6

分譲面積
(ｍ2)

6

333,078

61,501

394,579

193

243

  分譲面積が増加したことにより、純利益は前年度に比べて増加し、４億７５
百万円となりました。

 公社総合ビルや新玉村ゴルフ場などの修繕費の増加等により、純利益は前年
度に比べて減少し、１億９３百万円となりました。

損益の主な増減理由

804 193 0

ゴルフ場利用人員(人)

賃貸ビル賃貸面積(㎡)

格納庫賃貸面積  (㎡)


